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はじめに（政府の動き・業界に求められていること） 2/8

１．トラックドライバーの長時間労働・担い手不足に対し、魅力ある職場とするための働き方改革として

時間外労働の960H上限規制を24年4月から適用

不足するトラック輸送能力

2024年：14.2% 2030年：34.1％

２．物流革新に向けた政策パッケージを公表（経産省・農水省・国交省）

中長期的に継続して取り組む枠組み

（１）商慣行の見直し

・多重下請構造の是正

・適正運賃収受・価格転嫁

・トラックGメンの設置 等

（２）物流の効率化

・物流DX

・物流標準化 等

（３）荷主・消費者の行動変容

・経営者層の意識改革・行動変容 等

「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者

の取組に関するガイドライン」 公表

早急に取り組むべき事項をまとめたガイドラインを策定

効果試算（24年度分）

＊24年通常国会での法制化含めた規制的措置の具体化

23年12月までに、業界団体として、ガイドラインに沿った

「自主行動計画」を作成・公表が求められている。



０．部工会における物流自主行動計画の検討
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23/8 取引適正化タスクフォース（24年度からサプライチェーン部会へ恒久組織化）傘下に生産管理物流チームを発足。

・6社11名で活動を推進

（デンソー、日立Astemo、アイシン、豊田合成、矢崎総業、マレリ）

・会員企業への実態調査を始め、自工会との意見交換等を実施し

物流自主行動計画を策定

・今後、会員企業における物流自主行動計画の着実な実行に向け

活動好事例の収集・提供、実践的なマニュアル等の検討を予定
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×
×：積載効率（日単位・週単位の増減産）

△

△

１．現状把握（物流ガイドラインに基づく部工会会員企業の実態調査結果）

・実施必要事項は、物流自主行動計画に必ず織り込む必要あり（推奨事項は、必要事項を達成する手段として織り込みは任意）

「荷待ち・荷役作業時間2H以内」「異常気象時等の運行中止・中断」「積載効率」「運送契約の適正化」に問題あり
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２．部工会としての取組み姿勢

①荷主が物流事業者の声に耳を傾け、感謝する気持ちで取組む

②発荷主・着荷主が共に、物流を “協調領域”として捉えて取組む

自動車部品産業は、小ロット・多回納入に代表される低在庫により、裾野

が広く深いサプライチェーンを繋ぎ、完成車メーカーの生産を止めないため、不

断の努力を重ねてきた。然しながら、昨今の新型コロナウイルス感染症の世

界的な拡大による国際的な半導体に代表される部品不足・物流寸断、ロシ

アのウクライナ侵攻を始めとする国際情勢によるサプライチェーンへの影響など、

従来とは異なる客観情勢に加え、物流2024年問題に代表される物流労

働人口の不足を踏まえ、今の時代に即した持続可能な物流の在り方に見

直す時期と捉え、部工会及び部工会に加盟する会員企業は、この自主行

動計画の確実な実行と遵守状況の定期的なフォローアップに率先して取り

組み、物流の適正化・生産性向上の取り組みの浸透を図る。

（構成）

・前書き ・取組み内容 ・活動計画

上記姿勢を自主行動計画の前書きに以下の通り、織り込み

（前書き）P2（表紙）P1
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内示

確定

下振れ

③積載効率

②荷待ち・荷役作業時間2H以内

①異常気象時等の運行中止・中断

確定

上振れ

ラインを止めたくない

無理をしがち・させがち

構内まで運搬1箱ずつ投入空箱回収

予定時間オーバー

低在庫

荷が纏まらず

積載率低い

積載効率上げるため

荷を纏める

中継倉庫で荷役

(保管・積替え)

④運送契約の適正化

<自動車生産の特徴とガイドラインに沿って出来ていないことの相関>

上記対応を物流事業者のカンコツ頼み

ルール・対価があいまい

３．部工会として重点的に取り組むこと

ドライバーに無理をさせない在庫基準、異常気象時の運行判断

着荷主が物流事業者の意見聞き、基準・判断をし易くする

１．量産品の在庫・納入単位適正化

２．納入要件の標準をつくる → ３．コストの可視化

着荷主側で内示どおり荷物を引き取る

ラインストップがあっても事前に計画した荷量・配車で

高積載率を維持しやすくなる

（引取り不可な場合の費用負担は着荷主とする）

荷役作業の標準化

物流事業者の視点で、標準的な荷役作業や伝票類の

標準的な形式を定め、業界全体での合理化・DXを加速

(標準外の作業→対価を明確にする)

パレット単位での発注・輸送

天面合わせや積み替え不要

になり積載効率を向上

6/8

常態化する部品不足や国際情勢によるサプライチェーンへの影響に加え、輸送能力の不足が予想される中、

Tier1として襟を正す姿勢でTier2との物流に関して、以下取組みを進め、サプライチェーン全体での物流効率化に貢献する



４．物流自主行動計画の実施項目との紐づけ

活動体制・月次計画を24年度計画で具体化する実施担当 23 24 25 26 27 28以降

■物流業務の効率化/合理化（乗務員作業改善）

①荷待ち時間・荷役作業にかかる時間の把握

②荷待ち・荷役作業時間2時間以内ルール

・定時運行の徹底（荷待ち解消/ゲート確保）

・冗長分の是正（目安2H以内化）

・作業区分の定義（乗務員または倉庫作業者）

・荷役基準時間の設定（ゲート/車格/パレット）

③物流管理統括者設定：全社視点で他部門と調整

④物流の改善提案と協力：荷役含め全般

⑤適正な運送への協力：輸送及び運行管理

⑥納品リードタイムの確保

■輸送/荷役作業の安全確保

⑦異常気象時等の運行の中止・中断など

・物流事業者の判断を尊重

・判断基準づくり：着荷主が判断する運用の検討

⑧荷役作業時の安全確認

■運送契約の適正化

⑨運送契約の書面化

⑩荷役作業に係わる対価

・運転者が行う荷役作業料と支払者の明確化

・運賃契約に織込み対価支払い

⑪運賃と料金の別建て契約

・役務時間*労務レートを合意し契約に織込み

⑫燃料サーチャージの導入/燃料費変動分の価格反映

⑬下請取引の適正化：多重下請けの抑止

■生産部品物流の特性を踏まえた更なる改善推進

①納入要件の基準ルールづくり

・納入荷姿：基本パレット単位

・納入ロット（頻度）の適正化

・納場の指定及び空箱など包装資材回収ルール

②物流リソース有効活用に向けた基盤の整備

・輸送網：遠隔地ハブ活用/共同輸送/ミルクランなど

・物流環境：積卸し場の整備/包装資材の標準化など

・物流情報の共有：基盤の整備

実施項目

独

自

の

取

組

み

ガ

イ

ド

ラ

イ

ン

に

基

づ

く

取

組

み

発荷主/着荷主

(納入/調達)が

共に取り組む

物流事業者と契

約する荷主が取

り組む

発荷主/着荷主

(納入/調達)が

共に取り組む

時間の把握 より正確な時間の把握（システム活用など）

2Hルール徹底

更なる短縮に

向けた荷役

基準時間

の設定

更なる短縮

PDCA推進

人選/任命

物流事業者と一体となった改善推進

体制づくり

無理な運送依頼の撤廃、物流事業者の判断の尊重

個社毎

で活動

ベストプラ

クティスの

共有

実態

調査

部工会

で目線

合わせ・

基準作り

物流の効率化/合理化

PDCA

実態把握 取引先/物流事業者の要望を踏まえ基準を設け、リードタイムを適正化

実態確認/

運用の見直し

実態確認

安全な作業手順の明示

荷主と物流事業者双方による提案・検討の推進

改善の

方向性検討

自工会と

協議

実態把握

更新タイミングに合わせ書面化/電磁式方法へシフト

運用構築 運用開始

荷主自ら物流事業者に能動的に働きかけ、明示的な協議を行う

現状確認 特段の事情ない多重下請の撤廃働きかけ

実態把握

現状確認

別建て契約又は対価支払い明確化契約交渉

現状確認
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ドライバーに無理をさせない在庫基準、異常気象時の運行判断

着荷主が物流事業者の意見聞き、基準・判断をし易くする

１．量産品の在庫・納入単位適正化

２．納入要件の標準をつくる → ３．コストの可視化

着荷主側で内示どおり荷物を引き取る

ラインストップがあっても事前に計画した荷量・配車で

高積載率を維持しやすくなる

（引取り不可な場合の費用負担は着荷主とする）

荷役作業の標準化

物流事業者の視点で、標準的な荷役作業や伝票類の

標準的な形式を定め、業界全体での合理化・DXを加速

(標準外の作業→対価を明確にする)

パレット単位での発注・輸送

天面合わせや積み替え不要

になり積載効率を向上



最後に 8/8

• 部工会ホームページに専用ページを開設しました。

（ https://www.japia.or.jp/work/buturyu/ ）

→部工会の物流自主行動計画の他、政府方針

や関連情報を随時アップ（事例集やQ&A集など）

→どなたでもアクセス可能

（社内関係者、取引先に共有ください）

• 物流担当窓口登録をお願いします。

→今後、関連情報の発信等をさせて頂きます。

お問い合わせ先は業務部持丸・渡邊まで

gyoumu@japia.or.jp

https://www.japia.or.jp/work/buturyu/
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